
（１）県職員の参集等に関するアンケート調査（選択式）

実施期間：令和６年６月２８日（金）～７月５日（金）

対象 ：R6.1.1時点の正規職員全員 ※警察本部、公益法人等派遣職員、会計年度任用職員を除く。

回答数 ：3,455件

質問項目：次ページ『令和６年能登半島地震に係る県職員アンケート項目一覧』のとおり

集計結果概要：

•約７割の職員が災害対応業務を経験

•全体の４１％の職員(1,400人以上)が３時間以内に参集。

•発災後３日間の県全体の出勤率は約４０％で推移。最初の３連休（1/6-8）については出勤率が約３０％程
度で推移（特に危機管理監室の出勤率は、発災後１週間80％～90％で推移）

•職員の４人に１人は市町への派遣を経験。派遣職員のうち、短期（２週間以内）での派遣が半分以上を占め
ている。

•全体的に派遣職員が男性に偏る傾向がみられる。

•約９割の職員が災害時の各所属業務を定めた執務体制要領の確認を実施。更なる災害対応力向上のため、
全職員への周知・徹底が必要。

•執務体制要領に基づいて業務を実施した管理職が約４割となっている。想定外の業務が発生したこともあり、
状況に応じて対応した職員も約４割となっている。

•全体の約半数で通常業務の休止・中止を実施したほか、事務分担の見直しなど、業務効率化に努めたと回答。

県職員アンケート結果 資料２



（２）災害対応に関するアンケート調査（記述式・選択式）
実施期間：令和６年６月２８日（金）～７月５日（金）
対象 ：アンケート（１）の対象者のうち、災害対応に従事した者全員
回答数 ：2,486件
質問項目：次ページ『令和６年能登半島地震に係る県職員アンケート項目一覧』のとおり

集計結果概要：

記述部分→『検証項目ごとの取組、課題、改善の方向性』に反映

選択部分（業務負担について）

• 約６割の職員が人手が不足していたと回答

• 『人手が著しく不足していた』と回答する割合が男性の方が高い。

• 行政職と比較して、技術職員の方が 『人手が不足していた』 『人手が著しく不足していた』
と回答した割合が高い。

• 実動機関との調整業務やボランティアの活動調整の担当者が『人員が著しく不足していた』
と回答した割合が高い。

• 危機管理監室、土木部の担当者が 『人員が著しく不足していた』と回答した割合が高い。

県職員アンケート結果 資料２



令和６年能登半島地震に係る県職員アンケート項目一覧

(１)県職員の参集等に関するアンケート調査（選択式）
該当
ページ

Q1
① 回答者情報(所属・氏名等) 1-2p

※氏名等は個人情報のため非公開

② 1/1～3/31に災害関連業務従事の有無 4p

Q2

① 1/1の参集時間 5p

② ３時間以内に参集できなかった場合はその理由 6p

③ 1/1～1/8の出勤の有無、出勤先、業務内容 7-11p

④ 発災から3/31までの市町への派遣期間 12-13p

⑤ 初動対応で担当した業務内容 14-15p

Q3 各所属の執務体制要領を確認していたか 16-17p

Q4

① (管理職)発災直後(1/1～1/8)所属として取り組むべき災害関連
業務を把握指示できたか

18p

② (管理職以外対象)災害関連業務を把握し、行動できたか １９ｐ

Q5
災害関連業務に取り組むにあたり、通常業務の簡略化や効率化など
取り組んだこと

20p

(２)災害対応に関するアンケート調査（記述式・選択式）
該当
ページ

Q1 記名の有無 （※）

Q２ 回答者情報(所属・氏名等) 個人情報のため、非公開

Q３ 担当した災害対応業務分野（地域防災計画との対応） （※）

Q４ 担当業務のキーパーソン
ヒアリング対象者の選定に活用
（別紙③参照）

Q５

① 業務場所 （※）

② 具体の業務内容 （※）

③ 業務の始期・終期 （※）

④ 業務負担(人手が不足、適当、人手は十分) ２１ｐ

Q６ 円滑に対応できた点(最大５点、その業務期間) （※）

Q７

① 課題改善の余地があると思われる点(最大５点) （※）

② 上記課題解消のアイディア （※）

Q８ 担当業務以外の提案・気づき点・改善点等 （※）

Q９ 写真や文書の提供
検証報告書の資料編・デジタル
アーカイブとして活用予定

1

（※）：『検証項目ごとの取組、課題、
改善の方向性』に反映



Q1.①職種

001行政 003司書
005転任
行政

012福祉
指導

014精神
福祉

016心理
判定

017ソ
シャル

018職業
指導

019生活
指導

020児童
指導

033保育
士

047職訓
電子

048職訓
事務

049職訓
機械

050職訓
建築

051職訓
整備

052職訓
溶接

056職訓
機械

061機関
士

062航海
士

063通信
士

064船員 071繊維 072機械 073化学

53.85% 0.40% 0.46% 1.23% 0.14% 0.86% 0.03% 0.29% 0.06% 0.23% 0.29% 0.06% 0.03% 0.03% 0.03% 0.11% 0.03% 0.03% 0.06% 0.11% 0.03% 0.34% 0.17% 0.77% 1.34%

074農業 076畜産
077農業
土木

078林業 079水産 080土木 081建築 082造園 083電気
084衛生
工学

085窯業
086産業
意匠

087リハ
工学

088総合
土木

089農業
畜産

090総合
化学

096学芸
員

097植物
学

101医師
102歯科
医師

111薬剤
師

112獣医
師

113栄養
士

114放射
線

116臨床
検査

4.71% 0.69% 2.48% 2.20% 1.20% 7.11% 1.20% 0.34% 1.31% 0.03% 0.09% 0.20% 0.03% 2.28% 0.11% 0.66% 0.43% 0.03% 0.26% 0.03% 1.00% 1.00% 0.29% 0.11% 0.49%

118理学
療法

119作業
療法

124臨床
工学

151保健
師

152助産
師

153看護
師

155看護
士

201運転
手

210機関
士

301機械
操作

305電工
321農業
技術

322畜産
技術

323動物
飼育

324林業
技術

325庭師
331看護
助手

399土木
技術

404公園
管理

501用務
員

601教員
602教員
行政

701警察
官

その
他

総計

0.09% 0.17% 0.03% 1.83% 0.17% 1.71% 0.03% 1.20% 0.06% 0.06% 0.03% 0.34% 0.09% 0.06% 0.14% 0.14% 0.03% 0.11% 0.03% 0.09% 0.40% 3.48% 0.06%
0.43

%
100.00%

（n＝３４５５）
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Q1.①職位

3

01部長, 25, 1%

02次長, 61, 2%

03課長, 

132, 4%
04担当課

長, 131, 

4%

05課参事, 209, 6%

06補佐, 529, 15%

07主幹, 323, 9%

08主査, 103, 3%

09一般, 1137, 33%

10その他, 212, 6%

係長, 593, 17%

01部長

02次長

03課長

04担当課長

05課参事

06補佐

07主幹

08主査

09一般

10その他

係長

（n＝３４５５）



Q1.②発災後から3/31までの間に災害関連業務に従事しましたか？

従事した, 2502, 72%

従事していない, 953, 

28%

従事した

従事していない

従事した・・・・・・・・・・・72％
従事していない・・・・・２８％

•約７割の職員が災害対応業務を経験

（n＝３４５５）
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Q2.①R6.1.1の発災後の県庁舎（出先機関含む）への参集状況を教えてください。

①０～３０分以内 ・・・・・・・・・・・・・・・・8%
②３０分～１時間以内 ・・・・・・・・・・・14%
③１時間～３時間以内・・・・・・・・・・・１９％
④３時間～１２時間以内・・・・・・・・・・・４％
⑤１２時間～２４時間以内 ・・・・・・・・・６％
⑥１日～７(日)以内（1/2-1/7） ・・４３％
⑦８日以降（1/8-） ・・・・・・・・・・・・・・・６％

①０～30分以内, 272, 

8%

②30分～１時間以内, …

③１時間～３時間以内, …

④３時間～12時間以…

⑤12時間～24時間以内, …

⑥１日～７日以内

（1/2-1/7）, 1490, 

43%

⑦８日以降(1/8-), 

223, 6%

n＝３４５５

•全体の４１％の職員が３時間以内に参集
•人数でみると、３時間以内に1,400人（①＋②＋③＝1,418人）
以上が参集
（参考）
元日であったことや石川県の地理的制約等により、熊本地震
（前震）の３時間以内参集率５０．５９％に比べて低くなっている。

（n＝３４５５）
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Q2.②３時間以内に参集できなかった理由を教えてください。（複数選択）

①交通網の寸断等、

交通手段がなかった

ため, 546, 16%

②津波警報が発令さ

れていたため, 577, 

17%

③遠方にいたため, 

701, 20%

④自宅が被

災したため, 

266, 8%⑤自主的に登庁する

ことを知らなかった

ため, 17, 1%

⑥外に出ること

に恐怖を感じた

ため, 96, 3%

⑦家族の面倒を見る

人が他にいなかった

ため, 511, 15%

⑧家族が負傷し

たため, 28, 1%

⑨家族といたかった

ため, 151, 4%

⑩自分が負傷したた

め, 42, 1%
⑪その他, 492, 14%

①交通網の寸断等、交通手段がなかったため・・・・・１６%
②津波警報が発令されていたため・・・・・・・・・・・・・・1７%
③遠方にいたため・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０％
④自宅が被災したため・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８％
⑤自主的に登庁することを知らなかったため・・・・・・１％
⑥外に出ることに恐怖を感じたため・・・・・・・・・・・・・ ３％
⑦家族の面倒を見る人が他にいなかったため・・・・１５％
⑧家族が負傷したため・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １％
⑨家族といたかったため・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４％
⑩自分が負傷したため・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １％
⑪その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４％

•道路状況、津波警報などの物理的な要因で参集できな
かった職員が約３割を占めるほか、帰省先にいて出勤
できなかった職員が約２割となっている。

（参考）
熊本地震において『交通網の寸断等、交通手段が
なかったため』を回答した職員の割合：２３．５％

•また、職員自身が被災したほか、家族のケアが必要で
出勤できない職員も多数存在していることが分かる。

（参考）
熊本地震において『家族の面倒を見る人が他にい
なかったため』を回答した職員の割合：３７．２％

（n＝２０３７）
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1/1（月） 1/2（火） 1/3（水） 1/4（木） 1/5（金） 1/6（土） 1/7（日） 1/8（月・祝）

①出勤 1397 1356 1272 2962 3018 1168 1081 1182

②自宅待機（テレワーク） 138 130 120 28 27 53 48 51

③休み 1205 1583 1796 336 306 2138 2240 2149

④避難 489 251 184 85 68 69 63 52

⑤その他（交通機関の不通による立ち往生など） 226 135 83 44 36 27 23 21

出勤率 40% 39% 37% 86% 87% 34% 31% 34%

1397
1356

1272

2962
3018

1168

1081

1182

138 130 120

28 27 53 48 51

1205

1583

1796

336
306

2138

2240

2149

489

251
184

85 68 69 63 52

226

135
83

44 36 27 23 21

40% 39%
37%

86%
87%

34%
31%

34%
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•発災から３日間の県全体の出勤率
は約４０％で推移
•最初の３連休については出勤率
が約３０％程度で推移

Q2.③出勤状況
1/1-1/8

（n＝３４５５）
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Q2.③出勤状況（部局別）
1/1-1/8

30%

81%

51%

28%

37%
41% 37% 37%

29%

50%

68%

21%

37%

25%

31%
25%

26%

36%

90%

46%

29%

32%

32%

30%

44%

32%

22%

65%

42%

19%

0%

15%

50%

22%

34%

88%

42%

22%

35%

44%
30%

37% 33%

11%

58%

47%

7%

0%

15%

25%

19%

85%

94%

85%

89%

84%
85%

89%
93%

82%

78%

91%

95%
93%

75%

100% 100%

84%

89%

96%

84%
85% 86%

90%
91%

86%

82% 83%

92%

95%

96%

75%

100% 100%

89%

34%

88%

40%

33%
36%

49%

22%

33%

25%

17%

52% 58%

7%

13%

8%

25%

19%

32%

79%

36%

40%

30%

45%

17%

33%

25%

22%

48%

42%

15%
13%

15%

0%

19%

38%

83%

45%

37%

33%

51%

22%

47%

25%
22%

51%

47%

15%

38%

8%

25%

22%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

1/1の出勤状況 1/2の出勤状況 1/3の出勤状況 1/4の出勤状況 1/5の出勤状況 1/6の出勤状況 1/7の出勤状況 1/8の出勤状況

•危機管理監室、土木部において、出勤率が継続して60％～９０％で推移するなど、部局間で業務負荷
に偏りが見られる。

（n＝３４５５）
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1/1（月） 1/2（火） 1/3（水） 1/4（木） 1/5（金） 1/6（土） 1/7（日） 1/8（月・祝）

①平時の勤務先 1421 1390 1287 2866 2894 1192 1097 1141

②最寄りの事務所等 92 43 32 30 32 26 26 26

③被災市役所・町役場 5 16 24 19 36 36 51 59

④庁舎外（避難所・物資拠点での勤務等） 15 29 50 42 35 62 63 87

⑤自宅・帰省先等（奥能登６市町） 245 250 232 105 101 215 220 213

⑥自宅・帰省先等（奥能登６市町以外） 1061 1286 1488 252 233 1663 1733 1680

⑦自宅・帰省先等（県外） 173 123 91 22 17 43 45 44

⑧県外 111 80 44 15 12 16 14 13

⑧避難所等 213 119 81 45 36 47 47 43

⑨その他 119 119 126 59 59 155 159 149

1421 1390
1287

2866 2894

1192
1097

1141

92
43 32 30 32 26 26 265 16 24 19 36 36 51 59

15 29 50 42 35 62 63 87

245 250 232

105 101

215 220 213

1061

1286

1488

252 233

1663
1733

1680

173
123 91

22 17 43 45 44
111 80

44 15 12 16 14 13

213

119
81

45 36 47 47 43
119 119 126

59 59

155 159 149

0
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•元日での地震発生で
あったことで、帰省先
にいた職員が多数

Q2.③
出勤先・居所
1/1-1/8

（n＝３４５５）
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1/1（月） 1/2（火） 1/3（水） 1/4（木） 1/5（金） 1/6（土） 1/7（日） 1/8（月・祝）

①災害対応業務（自部署） 1118 1162 1066 1515 1444 875 797 831

②災害対応業務（自部署以外） 75 84 113 93 104 137 141 168

③市町への応援業務 4 10 11 10 20 19 39 48

④通常業務（非災害関連業務） 40 58 66 1313 1423 152 132 154

⑤執務室等での待機業務 265 141 102 50 41 72 51 57

⑥業務なし（休み・避難等） 1953 2000 2097 474 423 2200 2295 2197

1118
1162

1066

1515
1444

875
797

831

75 84 113 93 104
137 141 168

4 10 11 10 20 19 39 4840 58 66

1313

1423

152 132 154

265

141
102

50 41 72 51 57

1953
2000

2097

474
423

2200

2295

2197

0

500

1000

1500

2000

2500

•災害対応業務に
従事した職員は
平日は1,000人
以上
•災害対応業務な
しと回答した職
員が多数

Q2.③
業務状況
1/1-1/8

（n＝３４５５）
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Q2.③クロス集計 （参集率-発災時の所在地）

•被害が大きい奥能登６市町に所在していた職員
は参集率が低く、被害が少ない市町に所在して
いた職員は参集率が高い。

（n＝３４５５）

珠洲市能登町志賀町 県外 輪島市穴水町七尾市羽咋市
中能登

町

かほく

市
小松市川北町能美市

宝達清

水町
加賀市白山市

野々市

市
金沢市津幡町内灘町

12時間～24時間以内 5% 7% 3% 6% 2% 10% 7% 13% 7% 9% 4% 0% 6% 12% 6% 6% 4% 5% 6% 8%

３時間～12時間以内 0% 0% 6% 6% 3% 7% 7% 5% 14% 5% 7% 0% 5% 2% 2% 5% 2% 3% 3% 3%

１時間～３時間以内 2% 4% 3% 4% 4% 10% 13% 16% 16% 22% 26% 27% 19% 22% 31% 25% 25% 23% 35% 16%

30分～１時間以内 0% 3% 3% 1% 1% 0% 3% 5% 4% 10% 7% 27% 18% 4% 10% 19% 24% 22% 15% 24%

０～30分以内 7% 3% 3% 1% 11% 0% 5% 3% 2% 3% 9% 0% 5% 16% 10% 5% 6% 11% 7% 18%

7%

3% 3%
1%

11%

5%
3% 2% 3%

9%
5%

16%

10%

5% 6%

11%

7%

18%

3% 3%

1%

1%

3% 5%

4%

10%

7%
27%

18%

4%

10% 19%

24%

22%

15%

24%

2% 4% 3%

4%

4%

10%

13%
16%

16%

22%

26%

27%

19%

22%

31% 25%

25%
23%

35%

16%

6%
6%

3%

7%

7%
5%

14%

5%

7% 5%

2%

2%
5%

2% 3%
3%

3%

5%
7%

3% 6%

2%

10%

7%

13%

7%

9%

4% 6%
12%

6% 6%

4%
5%

6%
8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

０～30分以内 30分～１時間以内 １時間～３時間以内 ３時間～12時間以内 12時間～24時間以内
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Q2.④発災から3/31までの市町への派遣期間（のべ）を教えてください。

①1週間以内・・・・・・・・・・・・・・・・・１３%
②２週間以内・・・・・・・・・・・・・・・・・・８%
③３週間以内・・・・・・・・・・・・・・・・・・３％
④１か月以内・・・・・・・・・・・・・・・・・・３％
⑤１か月以上・・・・・・・・・・・・・・・・・・２％
⑥派遣なし・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７１％

• 職員の４人に１人は市町への派遣を経験
• 派遣職員のうち、短期（２週間以内）での派遣が半分以上を占めている。

12

（n＝３４５５）

①１週間以内, 457, 13%

②２週間以内, 283, 8%

③３週間以内, 108, 3%

④１か月以内, 88, 3%

⑤１か月以上, 73, 2%

⑥派遣なし, 2434, 71%

⑦未回答, 12, 0%



Q2.④派遣職員（男女別）

• 全体的に派遣職員が男性に偏る傾向がみられる。

（n＝１０１２）

①１週間以内 ②２週間以内 ③３週間以内 ④１か月以内 ⑤１か月以上

女性 112 29 15 30 22

男性 341 251 94 57 51

112

29
15

30
22

341

251

94

57 51

0

50

100

150

200

250

300

350

400

女性 男性 13



Q2.⑤あなたが初動対応（1/1-3/31）で担当した業務内容を選択してください。（複数選択、数）

125
729

139
92

1196
77

125
185

63
68

431
30

113
8

496
168

65
544

60
8

308
31

58
227

100
39
43

197
282

24
44

39
36

48
129

57
90

67
17

80
55

50
3

87
80

64
379

88

0 200 400 600 800 1000 1200 1400

01 災害対策本部の設置・運営

02 職員の動員・管理・安否確認

03 視察等要人対応・議員対応

04 通信機能の確保・復旧

05 被害情報の収集・報告

06 ハザード情報の収集・伝達

07 避難情報の発令・伝達・避難支援

08 相互応援要請・受入れ・活動調整

09 自衛隊・広域消防の応援要請・受入れ

10 住民への全庁的広報・マスメディア対応

11 相談窓口の設置・運営、電話対応

12 職員による救急・救助活動

13 医療救護活動・衛生管理・心のケア

14 捜索活動・遺体安置等

15 避難所の設置・運営・調整等

16 要配慮者への支援関係

17 文教施設の対応、応急教育

18 物資の調達・供給・調整

19 ボランティアの受付・活動調整

20 自主防災組織等住民組織の支援

21 道路施設の被害状況把握・復旧

22 警備・交通規制対応・調整

23 公共交通機関の被害・運行状況把握

24 農地・農業施設の被害状況把握・復旧

25 上水道施設の被害状況把握・復旧及び応急給水

26 下水道施設の被害状況把握・復旧

27 電力・ガス・通信の被害・復旧状況把握

28 河川・海岸施設の被害状況把握・復旧

29 公共建物・施設の被害状況把握・復旧

30 危険物施設の状況把握・安全確保措置

31 障害物の除去

32 応急危険度判定の実施

33 公的な住居修理・解体の対応

34 被害認定調査の実施・調整・支援

35 罹災証明の発行・調整・支援

36 応急仮設住宅の建設・供給・管理

37 義援金の受付・配分・調整・支援

38 各種生活再建支援

39 土地利用の調整・制限

40 復旧・復興計画の策定・運用

41 被災企業の状況把握・支援

42 廃棄物の処理・調整・支援

44 防災教育・訓練の実施

45 財源の確保

46 災害関連の出納

47 災害救助法等災害関連法令の事務

48 その他

49 特に業務はなかった

（n＝３４５５）
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Q3. R6.1.1以前に、各所属で定める執務体制要領を確認していましたか？

①確認していた, 3033, 

88%

②確認していなかっ

た, 422, 12%

（n＝３４５５）

確認していた・・・・・・・・・・・８８％
確認していなかった・・・・・１２％

約９割の職員が災害時の各所属業務を定めた執務体制要領
の確認を実施。更なる災害対応力向上のため、全職員への
周知・徹底が必要。

15



Q3.クロス集計 （参集率-執務体制要領の確認状況）

•執務体制要領を確認していた職員の方が参集率が高
い傾向にある。

発災時に金沢市内にいた県職員（n＝1387）

①確認していた ②確認していなかった

12時間～24時間以内 5% 4%

３時間～12時間以内 3% 1%

１時間～３時間以内 24% 15%

30分～１時間以内 22% 20%

０～30分以内 11% 11%

11% 11%

22%
20%

24%

15%

3%

1%

5%

4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

０～30分以内 30分～１時間以内 １時間～３時間以内 ３時間～12時間以内 12時間～24時間以内
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Q4.① 【管理職以上の方にお伺いします。】
発災直後（1/1-1/8）の初動対応において、所属として取り組むべき災害関連業務を把握
し、指示できましたか？

01執務体制要領等のマニュアルを理解しており、指示できた・・ ４２％
０２周りの状況から必要な業務を判断し、指示した・・・・・・・・・・・・４２%
０３他所属等から依頼されたことを指示した・・・・・・・・・・・・・・・・・・６％
０４指示できなかった・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３％
０５災害関連業務はなかった・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７％

•執務体制要領に基づいて業務を実施した管理職が約４割となっ
ている。
•想定外の業務が発生したこともあり、状況に応じて対応した職
員も約４割となっている。

管理職以上
（n＝５５８）

17

01執務体制要領等のマ

ニュアルを理解してお

り、指示できた, 236, 

42%

02周りの状況から必要な

業務を判断し、指示し

た, 236, 42%

03他所属等から依頼され

たことを指示した, 33, 

6%

04指示できなかった, 17, 3%
05災害関連業

務はなかった, 

36, 7%



Q4. ②【管理職以外の方にお伺いします。】
発災直後（1/1-1/8）の初動対応において、あなたが取り組むべき災害関連業務を把握し、
行動できましたか？

01執務体制要領等のマニュアルを理解しており、自主的に行動できた・・２４％
０２周りの状況から必要な業務を判断し、行動した・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８%
０３上司から指示された業務を実施した・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８％
０４行動できなかった・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６％
０５災害関連業務はなかった・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４％

執務体制要領に基づいて業務を実施した職員（管理職以外）が約
２割となっている。その他約６割の職員は上司からの指示や自身
の判断で臨機応変な対応を実施

18

01執務体制要領等のマ

ニュアルを理解してお

り、自主的に行動でき

た, 697, 24%

02周りの状況から必要

な業務を判断し、行動し

た, 805, 28%

03上司から指示された

業務を実施した, 823, 

28%

04行動できなかった, 

167, 6%

05災害関連業務はな

かった, 405, 14%

管理職以外
（n＝２８９７）



Q5.災害に関連する業務に取り組むにあたり、通常業務の簡略化や効率化など取り組ん
だことがあれば教えてください。(複数選択)

01特になし, 924, 

22%

02一部業務・事業の

中止, 798, 19%

03一部業務・事業の

休止, 765, 18%

04事務分担の見直し, 

475, 11%

05追加人員の要望, 

215, 5%

06職員のローテー

ション配置, 394, 9%

07意思決定の迅速化

（平時と比較して）, 

314, 8%

08ルーティン業務の

マニュアル化, 63, 2%

09外部機関の活用, 

102, 2%

10ICTの活用, 140, 

3% 11その他, 27, 

1%

（n＝３４５５）
01特になし・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２２％
０２一部業務・事業の中止・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９%
０３一部業務・事業の休止・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８％
０４事務分担の見直し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１％
０５追加人員の要望・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５％
０６職員ローテーション配置・・・・・・・・・・・・・・・・・・９％
０７意思決定の迅速化（平時と比較して）・・・・・・・８％
０８ルーティン業務のマニュアル化・・・・・・・・・・・・２％
０９外部機関の活用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２％
１０ICTの活用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３％
１１その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １％

• 全体の約半数で通常業務の休止・中止を実
施したほか、事務分担の見直しなど、業務
効率化に努めたと回答。

19
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アンケート（２）-Q5.業務負担を教えてください。（県全体）

①人手は十分だった（担当業務を実施しても他部署の支援も可能な状態だった）・・・ ２％
②人手が足りていた（通常業務の制限をかけることなく、災害業務を実施した）・・・・・７%
③適当（一部通常業務の制限はかけたが、災害対応の業務を遂行できる人員は
 確保できた）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３０％
④人手が不足していた（業務は何とか回るが、通常業務をできる限り制限しても
 超過勤務の大幅な増加があった）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・ ４０％
⑤人手が著しく不足していた（超過勤務では対応しきれず、業務遂行に支障がある
 レベル）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１％

• 約６割の職員が人手が不足していたと回答
（n＝２４８６）

20

６１％

①人手は十分だった（担当業務を実施しても、他

部署の支援も可能な状態だった）, 57, 2%
②人手が足りていた（通常業務の

制限をかけることなく、災害業務

を実施した）, 168, 7%

③適当（一部通常業

務の制限はかけた

が、災害対応の業務

を遂行できる人員は

確保できた）, 755, 

30%

④人手が不足してい

た（業務は何とか回

るが、通常業務をで

きる限り制限しても

超過勤務の大幅な増

加があった）, 996, 

40%

⑤人手が著しく不足

していた（超過勤務

では対応しきれず、

業務遂行に支障があ

るレベル）, 510, 21%



アンケート（２）-Q5.業務負担を教えてください。（クロス集計）

選択肢 女性 男性 無記名 総計

①人手は十分だった（担当業務を実施しても、他部署の支援も可能な状態だった） 2.96% 1.73% 3.17% 2.29%

②人手が足りていた（通常業務の制限をかけることなく、災害業務を実施した） 10.36% 5.19% 7.75% 6.76%

③適当（一部通常業務の制限はかけたが、災害対応の業務を遂行できる人員は確保できた） 37.63% 28.10% 30.11% 30.37%

④人手が不足していた（業務は何とか回るが、通常業務をできる限り制限しても超過勤務の大幅な増加があった） 39.75% 42.56% 33.98% 40.06%

⑤人手が著しく不足していた（超過勤務では対応しきれず、業務遂行に支障があるレベル） 9.30% 22.42% 25.00% 20.51%

選択肢 技術職 行政職 無記名 総計

①人手は十分だった（担当業務を実施しても、他部署の支援も可能な状態だった） 1.40% 2.47% 3.17% 2.29%

②人手が足りていた（通常業務の制限をかけることなく、災害業務を実施した） 6.37% 6.53% 7.75% 6.76%

③適当（一部通常業務の制限はかけたが、災害対応の業務を遂行できる人員は確保できた） 25.61% 33.80% 30.11% 30.37%

④人手が不足していた（業務は何とか回るが、通常業務をできる限り制限しても超過勤務の大幅な増加があった） 44.46% 40.07% 33.98% 40.06%

⑤人手が著しく不足していた（超過勤務では対応しきれず、業務遂行に支障があるレベル） 22.17% 17.12% 25.00% 20.51%

性別-業務負担

職種（行政職・技術職）-業務負担

• ⑤『人手が著しく不足していた』と回答する割合が男性の方が高い。

• ④⑤において、技術職員の割合が高い。

（n＝２４８６）

（n＝２４８６）
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アンケート（２）-Q5.業務負担を教えてください。（クロス集計・業務内容-業務負担）

業務
①人手は十分だった（担当業務を実施
しても、他部署の支援も可能な状態
だった）

②人手が足りていた（通常業務の制限
をかけることなく、災害業務を実施し
た）

③適当（一部通常業務の制限はかけた
が、災害対応の業務を遂行できる人員
は確保できた）

④人手が不足していた（業務は何とか
回るが、通常業務をできる限り制限し
ても超過勤務の大幅な増加があった）

⑤人手が著しく不足していた（超過勤
務では対応しきれず、業務遂行に支障
があるレベル）

01 災害対策本部の設置・運営 0.00% 0.00% 23.08% 46.15% 30.77%

02 職員の動員・管理 2.38% 9.52% 21.43% 45.24% 21.43%

03 視察等要人対応・議員対応 0.00% 23.08% 7.69% 61.54% 7.69%

05 被害情報の収集・報告 1.10% 9.89% 35.16% 36.26% 17.58%

07 避難情報の発令・伝達・避難支援 1.41% 9.86% 36.62% 40.85% 11.27%

09 自衛隊・広域消防の応援要請・受入れ 0.00% 0.00% 11.76% 35.29% 52.94%

10 住民への全庁的広報・マスメディア対応 0.00% 5.56% 22.22% 50.00% 22.22%

13 医療救護活動・衛生管理・心のケア 0.00% 0.00% 28.89% 54.81% 16.30%

14 捜索活動・遺体安置等 0.00% 0.00% 0.00% 100.00% 0.00%

15 避難所の設置・運営・調整等 3.27% 11.27% 47.27% 26.91% 11.27%

16 要配慮者への支援関係 0.00% 0.00% 23.08% 48.72% 28.21%

17 文教施設の対応、応急教育 6.67% 9.33% 38.00% 37.33% 8.67%

18 物資の調達・供給・調整 3.06% 9.61% 46.72% 31.44% 9.17%

19 ボランティアの受付・活動調整 3.45% 3.45% 13.79% 27.59% 51.72%

23 公共交通機関の被害・運行状況把握 0.00% 5.56% 22.22% 50.00% 22.22%

24 農林水産業関係の被害状況把握・復旧 1.16% 3.88% 25.97% 48.84% 20.16%

25 上水道施設の被害状況把握・復旧及び応急給水 0.00% 1.54% 12.31% 49.23% 36.92%

26 下水道施設の被害状況把握・復旧 0.00% 0.00% 27.27% 45.45% 27.27%

27 電力・ガス・通信の被害・復旧状況把握 0.00% 0.00% 0.00% 50.00% 50.00%

28 土木関係施設（道路・河川・海岸等）の被害状況把握・復旧 0.95% 2.22% 9.81% 38.61% 48.42%

29 公共建物・施設の被害状況把握・復旧 4.17% 10.42% 33.33% 50.00% 2.08%

32 応急危険度判定の実施 0.00% 4.55% 13.64% 63.64% 18.18%

33 公的な住居修理・解体の対応 0.00% 0.00% 14.29% 85.71% 0.00%

34 被害認定調査の実施・調整・支援 0.00% 10.53% 52.63% 26.32% 10.53%

35 罹災証明の発行・調整・支援 2.00% 16.00% 52.00% 28.00% 2.00%

36 応急仮設住宅の建設・供給・管理 0.00% 5.00% 22.50% 37.50% 35.00%

37 義援金の受付・配分・調整・支援 0.00% 4.76% 14.29% 47.62% 33.33%

38 各種生活再建支援 0.00% 12.50% 37.50% 0.00% 50.00%

40 復旧・復興計画の策定・運用 0.00% 0.00% 100.00% 0.00% 0.00%

41 被災企業の状況把握・支援 0.00% 0.00% 42.86% 57.14% 0.00%

42 廃棄物の処理・調整・支援 7.69% 7.69% 26.92% 26.92% 30.77%

45 財源の確保 0.00% 16.67% 25.00% 50.00% 8.33%

46 災害関連の出納 0.00% 0.00% 25.00% 75.00% 0.00%

47 災害救助法等災害関連法令の事務 0.00% 7.69% 38.46% 30.77% 23.08%

48 相談・電話・説明会対応 6.35% 9.52% 38.10% 42.86% 3.17%

49 受援体制の整備 3.33% 0.00% 16.67% 53.33% 26.67%

50 市町支援（リエゾン等） 4.81% 6.42% 27.81% 45.45% 15.51%

52 その他 2.50% 12.50% 35.00% 30.00% 20.00%

総計 2.29% 6.76% 30.37% 40.06% 20.51%

• 実動機関との調整業務やボランティアの活動調整の担当者が『人員が著しく不足していた』と回答した割合が高い。

（n＝２４８６）
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アンケート（２）-Q5.業務負担を教えてください。（クロス集計・部局-業務負担）

部局
①人手は十分だった（担当業務を実施して
も、他部署の支援も可能な状態だった）

②人手が足りていた（通常業務の制限をか
けることなく、災害業務を実施した）

③適当（一部通常業務の制限はかけたが、
災害対応の業務を遂行できる人員は確保で
きた）

④人手が不足していた（業務は何とか回る
が、通常業務をできる限り制限しても超過
勤務の大幅な増加があった）

⑤人手が著しく不足していた（超過勤務で
は対応しきれず、業務遂行に支障があるレ
ベル）

01総務部 1.98% 6.93% 32.67% 44.55% 13.86%

02危機管理監室 0.00% 0.00% 14.81% 46.30% 38.89%

03企画振興部 3.13% 6.25% 26.56% 51.56% 12.50%

04県民文化スポーツ部 1.77% 7.96% 40.71% 27.43% 22.12%

05健康福祉部 0.75% 5.24% 28.46% 48.31% 17.23%

06生活環境部 1.54% 4.62% 20.00% 46.15% 27.69%

07商工労働部 2.99% 10.45% 39.55% 36.57% 10.45%

08観光戦略部 0.00% 8.33% 41.67% 35.00% 15.00%

09農林水産部 1.52% 7.29% 33.13% 43.16% 14.89%

10競馬事業局 0.00% 14.29% 57.14% 14.29% 14.29%

11土木部 1.40% 3.64% 15.69% 43.14% 36.13%

12出納室 0.00% 0.00% 41.67% 58.33% 0.00%

13議会事務局 22.22% 11.11% 44.44% 22.22% 0.00%

14行政委員会 4.55% 0.00% 63.64% 31.82% 0.00%

15教育委員会 5.07% 10.14% 40.09% 36.41% 8.29%

16無記名 3.14% 7.67% 29.97% 34.15% 25.09%

総計 2.29% 6.76% 30.37% 40.06% 20.51%

• 危機管理監室、土木部の担当者が 『人員が著しく不足していた』と回答した割合が高い。

（n＝２４８６）
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